
【耐震性の向上】
・耐震強化岸壁の整備推進
・海岸堤防の老朽化・液状化対策推進

【耐津波性の向上】
・最大クラスの津波に対する防波堤
および海岸保全施設の「粘り強い構
造」の検討
・臨港道路の整備推進

（避難ルートの確保）

課題
【耐震性の向上】
・霞ヶ浦南ふ頭地区耐震強化岸壁（Ｗ23）
を整備（平成15年度完成）
・四日市地区第３ふ頭（W15）耐震強化岸
壁を整備中（平成26年度完成予定）
・富田港地区の海岸保全施設の補強対策
を実施中
・水門の遠隔操作化、常駐管理化を実施
・陸閘の常時閉鎖化、壁化を整備中

【耐津波性の向上】
・霞ヶ浦地区からの避難ルートとしても
活用できる霞４号幹線を検討中

これまでの取組状況

【耐震性の向上】
・霞ヶ浦北ふ頭地区耐震強化岸壁(W81)の
整備検討
・施工中の耐震強化岸壁、海岸保全施設の
整備促進

【耐津波性の向上】
･霞ヶ浦防波堤、東防波堤の耐津波性を照
査及び粘り強い構造化の検討

・霞４号幹線の効率的な避難ルートとしての
活用を検討

今後の取組方針

取組スケジュール

四日市港 ハード対策及び臨海工業地帯の地震・津波対策について（ハード対策） 資料６‐１

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

耐震強化岸壁の
整備

海岸保全施設の
補強対策等

粘り強い防波堤に
関する検討および整備

避難ルートの確保

平成２５年度以降

港湾施設の
耐震性向上
の取り組み

平成２３年度

港湾施設の
耐津波性向上
の取り組み

平成２４年度

四日市地区第３ふ頭（W15）耐震強化岸壁の整備

公共海岸保全施設の耐震化

陸閘の壁化・常時閉鎖化・水門の遠隔操作化・常駐管理化 等

霞ヶ浦防波堤、東防波堤の

粘り強い構造化の照査・検討

（必要に応じて）

霞ヶ浦防波堤、東防波堤の粘り強い構造化

【他港の事例】

名古屋港の粘り強い構造化の照査・検討

【他港の事例】

名古屋港高潮防波堤の粘り強い構造の設計・改良実施

霞４号幹線の整備

（平成26年度完成予定）

（平成20年代後半完成予定）
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海岸保全施設の凡例

地震時における堤体の危険度が低い

地震時における堤体の危険度が高い

※三重県(H16年度）、四日市港管理組合（H20,21年度）の
　海岸保全施設の耐震点検結果を基に作成

※海岸保全施設の危険度を評価するために用いた地震力
　(設計震度)は、75年に1回程度発生する可能性のある地
　震を基に設定。
※東海・東南海・南海地震のような巨大地震を想定したもの
　ではないので、巨大地震に対しては、本判定で危険度が
　低いと評価された施設についても十分注意が必要。

耐震強化岸壁
整備済：１バース
整備中：１バース
計 画：１バース

【粘り強い防波堤】 【四日市港での取組】

【流出防止防護柵の設置事例（三河港）】
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【東日本大震災後も機能が保たれた

耐震強化岸壁の事例（仙台塩釜港）】

粘り強い構造化の検討

四日市港 ハード対策及び臨海工業地帯の地震・津波対策について（ハード対策）
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○大規模地震発生時に民間所有を含
む護岸等が被災し、石油タンクの損傷
等による火災、大規模な油流出による
航路閉塞などに伴い、臨海部の産業・
物流・エネルギー供給への影響等が
懸念されることから、臨海工業地帯の
地震・津波対策が急務となっている。

○コンビナート港湾については、今時
震災の教訓を踏まえ、各施設の安全
規制を所管する各省庁においては地
震・津波対策の検証が進められている
が、大規模地震や津波災害に備える
ため、今後さらに検討が必要な点や現
場での対策実施にあたっての課題は
ないか整理・検討する必要がある。

○中部地方整備局に港湾施設の液状化判定
相談窓口を開設し、港湾管理者及び港湾施
設を有する民間企業に対して、港湾施設の
液状化対策に関する相談サービスを行う
（平成24年度内予定）

○「コンビナート港湾における地震・津波対策検
討会議」にて、今後の対応方針の取りまとめ
（平成24年７月頃予定）

○今後の対応方針を踏まえた臨海工業地帯の
地震・津波対策の検討及び具体化

○国土交通省「液状化対策技術検討会議」
の検討成果公表*
（平成23年8月31日 公表）
*現行の液状化判定法は今回地震についても液
状化発生を概ね整合して判定できる（見逃さな
い）結果が得られた。

○関係省庁*による「コンビナート港湾にお
ける地震・津波対策検討会議」を設置。

（平成24年5月30日 第１回会議開催）

*関係省庁：国土交通省、経済産業省、消防庁

○「適合性確認対象施設」の適合性確認の
実施

課題 今後の取組方針これまでの取組状況

四日市港 ハード対策及び臨海工業地帯の地震・津波対策について（臨海工業地帯防災）

取組スケジュール

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

港湾施設の液状化対策

コンビナート港湾の
地震・津波対策の検討

「適合性確認対象施設」の
適合性確認

平成２５年度以降

臨海工業地帯の
地震・津波対策

平成２３年度 平成２４年度

液状化対策技術検討会議

（現行の液状化判定法の検証）

「適合性確認対象施設」の適合性確認の実施

液状化対策に関する相談窓口の開設液状化判定の技術支援についての検討・調整

コンビナート港湾

における地震・津

波対策検討会議

（今後の対応方針

取りまとめ）

「今後の対応方針」を踏まえた、臨海工業地帯の地震・津波対策の検討及び具体化
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資料５

※第１回 コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議資料より引用

資料５港湾施設の耐震性・耐津波性の確保
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資料５資料５

霞ヶ浦南ふ頭
23号岸壁（-12m）

中部電力
(川越火力)

コスモ石油

昭和石油

石原産業

中電LNGセンター

東ソー

協和油化

航路泊地
（-14m）

四日市ふ頭
15号岸壁（-10m）[整備中]

航路泊地
（-10m）

航路泊地
（-12m）

耐震強化岸壁（緊急物資）

四日市港 臨海工業地帯（コンビナート）の状況
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資料５

※第１回 コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議資料より引用

資料５適合性確認対象施設
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資料５

※第１回 コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議資料より引用

資料５
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資料５資料５
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資料５

※第１回 コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議資料より引用

資料５コンビナート港湾における地震・津波対策の課題について
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